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要約 (アブストラクト)

本研究は､顧客志向と内部競争に焦点を当て､これまで唆味にされてきた営業組織の革新性を解明すること

を目的としている｡実証データを分析した結果､内部競争と顧客志向の連動が､営業部門の革新性を促進して

いることが明らかになった｡すなわち､顧客が重視されている営業部門では､重視されていない部門に比べて､

内部競争が協調志向や革新志向と強く関係していた｡こうした結果は､顧客志向が内部競争と連動することで､

非生産的な対人コンフリクトを抑制し､生産的なタスク･コンフリクトを促進しているためであると解釈さ

れた｡
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1.問題意識

1-1はじめに

本研究の目的は､革新的な営業組織の特徴

を､内部競争と顧客志向の観点から検討する

ことにある｡内部競争と顧客志向は､組織の

イノベーションを促進する可能性と同時に､

イノベーションを阻害する危険性も併せ持つ

｢両刃の剣｣としての性質を持っている｡本研

究は､これら2つの要因が連動し営業部門の

革新性を高めているという仮説を､東証一部

上場企業を対象に行った質問紙調査データを

用いて検証する｡具体的には､顧客重視の考

え方が内部競争の質を転換し､営業部門の革

新性を促進するというメカニズムを検討する｡

以下では､まず､営業部門におけるイノベー

ションの重要性について述べ､内部競争と顧
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客志向の働きについて説明する｡

1-2 営業イノベーションの重要性

営業部門は､他の部門に比べて､独自のタ

スク特性を持つと言われている｡Dubinski,

Howell,Ingram,andBllenger(1986)によれ

ば､営業担当者は､ 1)非ルーチン的な営業

タスクを遂行するために､柔軟かつ革新的で

あることが要求され､2)企業と顧客を結び

つける境界連結的な活動に従事しており､3)

各自の業績が明確であるために生じるコンフ

リクトに対処しなくてはならない｡

こうした営業部門の役割は､環境の不確実

性が高まっている現在､ますます重要性を増

している｡例えば､田村 (1999)は､顧客ニー

ズの多様化や製品ライフサイクルの短縮に対

応するために､営業部門が､研究開発､製造､



物流等の諸部門を集約し､変化する顧客ニー

ズを的確に捉えなければならない点を指摘し

ている｡また､WeitzandBradford(1999)は､

自社と顧客企業が自由に情報を交換し革新的

な問題解決を生み出す活動を ｢パートナリン

グ (partnering)｣と呼び､その主要な担い手

として営業担当者を位置づけている｡さらに､

AndersonandNarus(1995)は､先進的な企

業ほど､製品自体よりもサービスを重視する

傾向にあり､顧客にサービスの価値を理解し

てもらう上で､営業担当者が重要な役割を果

たすと主張している｡このように､営業部門

の重要性が増すにともない､営業研究の理論

展開も変容しつつある｡高嶋 (2000)によれ

ば､従来の人的販売研究は､1)消費者を対

象とする小売店舗や訪問販売での販売活動､

2)顧客-の商品販売活動､3)販売部門で

完結する販売活動､を対象としてきた｡これ

に対して､近年の営業研究においては､1)企

業に対する販売活動､2)顧客との継続的関

係の管理､3)製品開発や生産部門との連携､

という点がクローズアップされ､プロセス ･

イノベーションとしての営業改革が強調され

るようになったという｡

営業部門の重要性が高まっている背景の一

つとして､製品イノベーションの限界が挙げ

られるだろう｡つまり､顧客ニーズが多様化

した結果､製品レベルでの差別化が難しくな

り､顧客の抱える問題に応じて製品をカスタ

マイズするソリューション･サービス能力が

競争優位の源泉 となっているのである

(AndersonandNarus,1995)｡つまり､現在

では､製品開発や生産段階におけるイノベー

ションだけでなく､営業段階におけるイノ

ベーションが求められている｡例えば､苦境

にあるコンピューター業界において､IBMは

主力事業をハードウェアの製造からソリュー

ション･サービスにシフトさせることで競争

力を維持してきた (Slater,1999)｡IBMの競

争優位は､革新的な製品を開発する製造段階

のイノベーション能力よりも､むしろ､顧客

の問題を解決する営業担当者やコンサルタン

トのイノベーション能力に基づいているので

ある｡次項では､本研究におけるイノベー

ション､および革新性の概念について述べる｡

1-3営業部門の革新性の概念

組織イノベーションは一般的に ｢当該組織

にとって新しいと認められるアイデアや行動

を採用すること｣と定義されている (Daft,

1978;Damanpour,1996;Damanpour,Szabat,

andEvan,1989)｡本研究では､革新性の概念

を､組織イノベーションが奨励されている程

度として捉える｡これは､革新性の組織文化､

組織風土と言い換えることができる｡例えば､

0'Reilly,Chatman,Caldwell(1991)および

ChatmanandJehn(1994)による組織文化の

定量研究では､因子分析の結果､革新

(innovation)の次元が第-因子として抽出さ

れており､主要な次元として扱われている｡

また､Amabile,Conti,Coon,Lazenby,and

Herron(1996)も､革新を奨励する仕事環境

が､個人の創造性を強く促進することを報告

している｡本研究では､0'Reillyetal.(1991)､

ChatmanandJehn(1994)､Koysand

DeCotiis (1991)の研究を基に､営業部門の

革新性を ｢新しいアイデアや仕事のやり方を

出すように奨励されている程度｣､｢仕事の進

め方を改善するように奨励されている程度｣

という2項目によって測定した｡こうした項

目で測定された革新性の概念は､特に､技術

的イノベーション (technicalinnovation)に

関係するものである｡技術的イノベーション

とは､ルール､テクニック､装置､システム

といった技術的な変化を導入することによっ

て組織に変化をもたらすことであり､管理プ
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ロセスや組織構造を変革する管理的イノベー

ション(administrativeinnovation)と区分さ

れている(Daft,1978;Damanpour,1987;Ham,

Kin,andSrivastava,1998)｡つまり､顧客の

問題を解決するソリューション･サービスや

提案型営業は､技術的イノベーションに含ま

れると考えられる｡本研究では､｢新しい販売

方法､システム､仕事の進め方を採用するこ

と｣を営業のイノベーションと考え､そうし

たイノベーションを奨励する組織文化を ｢営

業部門の革新性｣ととらえる｡

1-4両刃の剣としての内部競争と顧客志向

営業部門のイノベーションが企業の競争力

の源泉になるとしても､どのようにすれば革

新的な営業部門を構築できるかについては不

明な点が多い｡本研究は､これまで注目され

ることの少なかった営業部門の革新性を検討

するにあたり､内部競争と顧客志向の役割に

注目する｡その理由は､前述したように､営

業部門が､1)部門内部で生じるコンフリク

トをマネジメントしつつ､2)革新的なサー

ビスを通して､3)顧客との良好な関係を構

築する役割を担っているからである｡つまり､

内部競争､顧客志向､革新性の関係を分析す

ることは､営業部門の本質的特性を検討する

ことにつながると考える｡

しかし､内部競争および顧客志向は､イノ

ベーションを促進する場合もあれば､阻害す

ることもある ｢両刃の剣｣としての性質を

持っている｡例えば､情報を秘匿し互いの足

の引っ張り合いを行う ｢ネガティブな競争｣

もあれば､個人の挑戦的な目標設定を促し､

情報を交換しながら互いを高めあう ｢ポジ

ティブな競争｣も存在する｡また､顧客志向

の概念についても､顧客志向がイノベーショ

ンを促進するという考え方がある一方で(e.g.,

LukasandFerrell,2000)､メンバーを既存顧

客の顕在的なニーズのみに眼を向けさせ､ラ

ディカルなイノベーションを阻害する危険性

も指摘されている (e.g.,Christensenand

Bower,1996;HamelandPrahalad;1994)｡

このように､内部競争と顧客志向は､その

役割に関して不明な点が多いだけでなく､必

ずしもイノベーションを促進するとは限らな

い｡本研究は､どのような条件下で､内部競

争がポジティブな性質を持つようになるかを

検討することを目的としているが､その際､

内部競争と顧客志向の連動に注目する｡すな

わち､内部競争と顧客志向が連動することで､

内部競争の質がポジティブなものに転換され

る､という仮説を検証する｡次項では､内部

競争の概念を明確化し､その働きについて概

観する｡

1-5 内部競争の働き

1)クループダイナミクス研究

競争状況は､｢2人以上の人が､全員が同等

に共有できないような有形的(tangible)ある

いは非有形的 (intangible)報酬をめぐって競

い合っている状況｣として定義することがで

きる (BrownCron,andSlocum,1998;

Johnson,Maruyama,Johnson,Nelson,and

Skon,1981;Kohn,1992)｡

グループダイナミクス研究では､仕事集団

の基本プロセスとみなされている ｢競争と協

調｣が業績に及ぼす影響が検討されてきた

(JewellandReitz,1981)｡しかし､内部競争

が集団の業績に与える影響については､一貫

した結果が得られていない (Campbelland

Furrer,1995;Johnsoneta1.,1981)｡すなわ

ち､内部競争が集団業績を高めるとする報告

もあれば(JacksonandZedeck,1982;Shalley,

01dham,andPorac,1987;White,Mitchell.and

Bell,1977)､業績を阻害するとの報告もある

(CampbellandFurrer,1995;Deutsch,1949;
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Shaw,1958)｡これまでの研究によると､内部

競争がポジティブに働 くのは､競争がメン

バーの目標を高める場合であり (Locke,

1968)､ネガティブに働くのは､競争がメン

バーの危機感や不安を増大させ認知プロセス

を阻害す る場合であるといわれている

(CampbellandFurrer,1995;Deutsch,1949)｡

つまり､グループダイナミクスにおける先行

研究は､内部競争が機能的にも逆機能的にも

作用する ｢両刃の剣｣としての性質を持つこ

とを示している｡

しかし､グループダイナミクスにおける競

争研究には､次の2つの問題が存在する｡第

1に､ほとんどの研究が実験室で行われてお

り､経営のコンテクストで実施された体系的

な研究が少ないことである｡第2に､競争と

協調がイノベーションに与える影響が検討さ

れていない点である｡

2)経営分野における実証研究

経営の分野では､組織内部の競争がイノ

ベーションや業績を促進することを示した研

究が少ないながら存在する｡例えば､竹内･榊

原 ･加護野 ･奥村 ･野中 (1986)は､事例研

究に基づいて､キヤノン､富士通､セイコー､

京セラといった優れた日本企業が､内部競争

によって革新的な製品を生み出している点を

明らかにしている｡そのメカニズムは､内部

競争が､組織内部にマーケットの原理を持ち

込み､淘汰圧力によってイノベーションを促

進するというものである｡ただし､社内競争

を過度に促進すると､全社的な統合や調整が

失われ､破滅に向かう可能性も指摘されて

いる｡

松尾は､東証一部上場企業の主力営業部門

を対象とした2回にわたる質問紙調査を通して

次の2点を明らかにしている｡第1に､好業績

の営業部門ほど競争と協調の組織文化を両立

しており､その傾向は不確実な環境に置かれ

ている部門ほど顕著であった(松尾､1998)｡第

2に､営業部門内の競争と協調の組織文化が､

技術的イノベーション (technicalinnovation)

と管理的イノベーション (administrative

innovation)を促進していた (Matsuo,2000)0

これらの定量分析は､内部競争､業績､イノ

ベーションの関係について明らかにしている

が､その間にどのようなメカニズムが存在す

るかについては検討されていない｡

Brownetal.(1998)は､営業担当者が知覚

する部門内の心理的競争風土と担当者の競争

志向が､担当者の目標設定に与える影響を定

量的な質問紙調査データをもとに検討してい

る｡分析の結果､営業担当者が部門内の競争

を激しいと知覚し､かつ担当者の競争志向が

高いときにのみに､担当者は高い目標を設定

することが明らかになった｡この分析結果は､

組織の風土と担当者のパーソナリティが合致

した場合にのみ､内部競争が機能することを

示したという点で興味深い｡ただし､この研

究は､あくまでも内部競争と目標設定の関係

について検討したものであり､イノベーショ

ンとの関係を扱ったものではない｡

以上の分析は､内部競争がイノベーション

を促進するポジティブな効果を持ちうること

を示すとともに､内部競争が淘汰圧力を強め､

高い目標設定を促すことによって､イノベー

ションを高めている可能性を示唆している｡

ただし､内部競争とイノベーションの間に存

在するメカニズムについて定量的に分析した

研究は現在のところ見当たらない｡

3)内部競争とコンフリクト

内部競争とイノベーションの間にどのよう

な関係メカニズムが隠されているかを検討す

る上で､コンフリクト研究が参考になると思

われる｡なぜなら､コンフリクトは､｢調和し
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ない､対立する希望や要求をもつ他者を認識

すること｣ と定義されているからである

(Boulding,1963;JehnandMannix,2001)｡前

述したように､競争状況とは､｢2人以上の人
が､全員が同等に共有できないような有形

的 ･非有形的報酬をめぐって競い合っている

状況｣を指す｡つまり､競争状況は､自己の

目標と対立する目標を持つ他メンバーが存在

するという意味で､メンバー間にコンフリク

トが起こりやすい状況であるといえる｡

MessmanandMikesell(2000)によれば､対

人間コンフリクトの定義の多くが､競争に言

及しているという｡ただし､このことは､内

部競争とコンフリクトが同じ概念であること

を意味しているのではなく､内部競争が強ま

ると集団 ･組織内にコンフリクトが発生しや

すいことを示している｡つまり､コンフリク

トは認識の問題であるため､競争状況にあっ

ても､他者が対立する要求をもっていると認

識しないケースもありうるのである｡

内部競争がポジティブにもネガティブにも

なり得るのと同じように､コンフリクトも､

そのタイプ次第で､機能的にも非機能的にも

なり得ると言われている(Amason,1996)｡例

えば､JehnandMannix(2001)は､組織内

で生じるコンフリクトを､対人間の不適合か

ら生じる ｢対人コンフリクト (relationship

conflict)｣､仕事上の見方や考え方の違いから

生 じる ｢タスク ･コンフリク ト (task

connict)｣､仕事を遂行する上での資源配分を

めぐる ｢プロセス ･コンフリクト (process

conflict)｣に分類している｡これまでの研究で

は､組織内で生じたプレッシャーやコンフリ

クトが､メンバー間の人間関係や資源配分を

めぐる対人コンフリクト､プロセス ･コンフ

リクトに発展する場合には集団業績を低める

が､メンバーの異なる考え方を統合し集団の

深い理解を促すタスク･コンフリクトにつな

がる場合には業績を高めることが明らかにさ

れている (Amason,1996;Jehn,1995;Jehn

andMannix.2001;Pelled,Eisenhardt,and又in,

1999)｡

これらの研究から､内部競争がどのような

タイプのコンフリクトを喚起するかによって､

イノベーションを促進するポジティブな性質

を持つか､イノベーションを阻害するネガ

ティブな性質を持つかを左右するといえる｡

すなわち､内部競争がイノベーションを促進

するのは､競争によってメンバーの目標設定

が高まり､異なる意見やアイデアのぶつかり

合いによって既存の方法 ･慣習が見直される

ようなタスク･コンフリクトが生じていると

きである｡これに対して､内部競争がイノ

ベーションを阻害するのは､メンバー間の対

人的なぶつかりあいや､感情的なしこりを生

み出すような対人コンフリクト､予算や人員

といった資源配分をめぐって争うプロセス ･

コンフリクトが生じているときであると考え

られる｡

4)創造的コンフリクト

現在､経営組織論においても､イノベー

ションを促進する創造的なコンフリクトの役

割が注目されている｡例えば､Nonakaand

Takeuchi(1995)は､革新的な組織の条件の一

つとして ｢創造的なカオス (creativechaos)｣

が存在することを指摘している｡好業績をあ

げている日本企業のリーダーは､挑戦的な目

標を提示することでメンバーの危機感､組織

内の緊張感を高め､問題の認識や危機的状況

の解決に目を向けさせているという｡また､

Leonard-Barton(1995)は､メンバーの異な

る考え方がぶつか り合 う ｢創造的摩擦

(creativeabrasion)｣が､組織を支配している

パースペクティブを常に再吟味することを促

し､結果として組織が硬直化することを防い
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でいるとしている｡さらに､Amabileetal.

(1996)は､仕事環境におけるプレッシャー

を､過度の仕事プレッシャー (workload

pressure)と挑戦 (challenge)に区分してい

る｡そして､緊急かつ知的な問題を解決する

｢挑戦的な仕事 (challengingwork)｣から生

じる適度なプレッシャーが､メンバーの創造

性を高める効果を持つことを実証的に明らか

にしている｡

創造的なカオス､創造的摩擦､挑戟的な仕

事といった概念は､どれも仕事上の問題を解

決するプロセスで発生するタスク･コンフリ

クトと関わっているといえる｡すなわち､挑

戦的な課題を解決するために異なる意見がぶ

つかり合い､この結果発生するコンフリクト

の中からイノベーションが生み出されるので

ある｡

これまでの議論をまとめると､創造的な内

部競争は､1)メンバーの目標設定を高め､

2)多様なアイデアの創出を奨励し､ 3)異

なるアイデアがぶつかり合うことで既存の枠

組みを再吟味することを促すといえる｡これ

に対し､破壊的な内部競争は､1)メンバー

の不安を高めることで生産性を低下させ､2)

メンバー間の情報共有を阻害し､3)他メン

バーへの妨害行動を喚起し､人間関係を悪化

させるものである｡

しかし､ここで考えなくてはならないこと

は､どのような条件下において内部競争が創

造的コンフリクトを生み出し､どのような条

件下において内部競争が破壊的コンフリクト

を引き起こすかという点である｡本研究は､

内部競争が創造的でポジティブな性質に変換

される条件として､顧客志向が果たす役割に

注目する｡

1-6顧客志向の働き

1)顧客志向の概念

顧客志向とイノベーションの関係を検討す

る前に､先行研究を概観し､顧客志向の概念

について明確にしたい｡組織の顧客志向は､

これまで主に､マーケテイング領域における

市場志向 (marketorientation)研究の中で検

討されてきた｡SlaterandNarver(1995;

1998)によれば､市場志向とは､顧客の顕在

的 ･潜在的なニーズを理解し､それらに対し

て優れたソリューションを提供することを目

指す考え方である｡Day(1994)は､市場主導

型組織の特徴として､市場で生じている事象

や トレンドを素早く感じとる能力､および顧

客との密接な関係を形成 ･維持する能力を指

摘している｡これまで､市場志向の概念に関し

ては､大きく2つの考え方が提示されている｡

まず第1に､市場志向を､1)市場情報(market

intelligence)の創出 (generation)､2)市場情

報の普及 (disseminadon)､3)市場情報への対

応 (responsiveness)の3要素から構成されると

する立場がある (KohliandJaworski,1990;

Kohli,Jaworski,andHumar,1993)｡この考

え方は､市場に存在する顧客､競争相手､社

会環境に関する情報を収集 ･解釈し､それら

を組織内に普及 ･共有化させた上で効果的に

対応する傾向を市場志向とみなしている｡第

2の考え方は､市場志向を､ 1)顧客志向

(customerorientation)､2)競争志向

(competitororientation)､3)機能間調整

(interfunctionalcoordination)の3要素から

構成されるとするものである (Narverand

Slater,1990)｡つまり､顧客や競争相手が置

かれている状況を理解し､ターゲット顧客に

対して優れた価値を提供するために､各機能

部門が調整された形で企業の資源を活用して

いくことを市場志向と捉える立場である｡

NarverandSlater(1990)は､これら3つの

要素のうち顧客志向が最も重要であるとして

いる｡上記の2つの定義において共通して重

66



視されていることは､顧客を中心とした市場

情報の収集と対応､および組織内部における

市場情報の共有である｡

本研究では､上述した市場志向の概念のう

ち､顧客情報の収集と対応に焦点を当て､競

争志向､市場情報の普及､機能間調整といっ

た要素は､顧客志向の概念に含めないことに

する｡すなわち､KohliandJaworski(1990)､

NarverandSlater(1990)に基づき､顧客志

向を､｢顧客情報を積極的に収集し､それに対

して効果的に対応しようとする傾向｣と定義

する｡具体的には､｢顧客ニーズを把握するこ

とが重視されている_廿顧客満足を高めること

が重視されている｣という2項目によって顧

客志向を測定した｡

2)顧客志向とイノベーション

次に､顧客志向がイノベーションに与える

影響について考えたい｡組織論およびマーケ

テイング研究では､顧客志向 (あるいは市場

志向)とイノベーションの関係は､論争の的

となっている (Atuahene-Gima,1996;Lukas

andFerrell,2000)｡すなわち､顧客 (市場)志

向は､優れたイノベーションを生み新製品開

発の成功に結びついていると考える立場もあ

る一方で (Deshpande,Parley,andWebster,

1993;KohliandJaworski,1990;Slaterand

Narver,1994)､顧客志向は､新技術の採用を

妨げ､模倣やインクリメンタルなイノベー

ションに固執させる危険性を持つことが指摘

されている (ChristensenandBower,1996;

HamelandPrahalad,1994;Leonard-Barton

andDoyle,1996;BenettandCooper,1981)｡

しかし､こうした考え方は､顧客志向がイノ

ベーションに与える直接的な効果のみに注目

するものである｡これに対し､本研究は､内

部競争とイノベーションの関係に与える､顧

客志向のモデレー ト効果に注目する｡すなわ

ち､顧客志向は､次に挙げる2つの働 きに

よって､対人コンフリクト プロセス ･コン

フリクトを回避し､タスク ･コンフリクトを

喚起 し､イノベーションを促進すると思わ

れる｡

第1に､顧客志向は､タスクの複雑性 ･依

存性を高めることで､担当者間の情報交換を

促進すると考えられる｡営業部門の顧客志向

が強まるほど､担当者は､顧客の抱えている

問題を明らかにした上で､それらの問題を解

決するソリューションを考え出さなくてはな

らない｡問題解決型のタスクに従事している

担当者は､単に製品 ･サービスを販売するタ

スクに比べて､多くの情報を必要とし､情報

の不確実性が高い状態に置かれる｡そうした

状況では､他の担当者から情報を入手するこ

とで情報の不確実性を低減したいという誘因

が生まれ､結果として担当者間の情報交換が

活発化すると思われる｡これに関連して､金

井 (1991)は､管理者がタスクを遂行する上

で必要な情報を十分もっていない場合に (タ

スク依存性が高い場合に)､それらのギャップ

を埋めるため､他の管理者からの情報収集活

動を開始することを報告している｡また､高

嶋 (2000)は､製品技術が専門化 ･複雑化し

ている環境において､顧客の抱える多様な問

題を解決する営業体制に転換する場合には､

営業担当者個人の限られた情報処理能力に

よって問題を解決することが難しくなり､他

の営業担当者や他部門との協力が必要になる

ことを指摘している｡以上の点から､顧客志

向が強い部門では､たとえ内部競争が強まっ

たとしても､互いの情報を秘匿するという行

動が抑制され､ギブ&テイクを重視する互恵

的な関係が形成されると思われる｡このよう

な関係が存在する部門では､多様な情報が相

互に連結することによって革新的なアイデア

が生まれやすくなると予想される (Huber,

67



1991;MarchandSimon,1958)0

第2に､顧客志向は､｢共通の判断基準｣と

して機能することによって､異なる意見やア

イデアのぶつかり合いから生じるコンフリク

トを発展的な形で統合すると考えられる｡

Dougherty(1992)は､組織内の各部門が異

なる思考世界(thoughtworld)を持っており､

これらの考え方の違いがコンフリクトを起こ

し､イノベーションを阻害している点を指摘

している｡彼女によれば､こうしたコンフリ

クトは､組織が顧客志向を持つことで回避で

きるという｡つまり､異なる考え方がぶつか

り合いコンフリクトを起こしている時に､顧

客を重視する共通の判断基準が与えられると､

コンフリクトがポジティブな方向に導かれる

のである｡これに関連して､Nonakaand

Takeuchi(1995)は､組織内の多様性がイノ

ベーションに結びつくためには､組織内に明

確な意図が存在し､部門間に最低限の冗長性

(情報の重なり)が存在することが必要である

と述べている｡つまり､共通の判断基準が

あってはじめて組織内の多様な考え方が統合

され､革新が生み出されるのである｡さらに､

RotterandHeskett(1992)は実証データに

基づいて､環境に適応している企業ほど ｢何

のためにイノベーションを起こすのか｣とい

う目的を明確することを重視し､顧客を満足

させることを目的としてイノベーションを起

こす傾向にあるという｡

顧客志向が果たすこれら2つの働きは､相

互に補い合い､イノベーションを促進してい

ると思われる｡すなわち､顧客志向が強くな

ると､1)タスクの複雑性 ･依存性が高まる

ことで､互恵的な関係が形成され､担当者同

士の情報交換が活発化し､2)顧客満足向上

という共通の判断基準が提供されることで､

異なる意見やアイデアに関するコンフリクト

が発展的な形で統合 ･解消されると考えられ

る｡このように､顧客志向は､内部競争の持つ

ネガティブな特性を抑制し､ポジティブな特

性をより高める働きをしていると予想される｡

1-7研究仮説

本研究の目的は､ポジティブな内部競争を

可能にする条件として顧客志向が果たす役割

を検討することにある｡言い換えると､内部

競争と顧客志向が連動することで､営業部門

の革新性が高まるかどうかを検証する｡

では､革新性が高い状態とはどのような状

態を意味するのであろうか｡本研究では､担

当者が互いに協力しあうとともに､革新的試

みが奨励されている状態､すなわち､｢協調志

向｣と ｢革新性の奨励｣を ｢革新性｣の指標

とする｡先行研究においても､こうした ｢協

調志向｣と ｢革新の奨励｣がイノベーション

を規定する要因としてしばしば指摘されてい

る｡例えば､Amabileetal.(1996)は､革新

を奨励する風土が強いほど個人の創造性が高

まることを報告している｡また､一般に､革

新的なアイデアは､情報が相互に連結するこ

とによって生まれると言われている (Huber,

1991:MarchandSimon,1958)｡さらに､部

門間の統合やオープンコミュニケーションは､

部門間のコンフリクトや不信を抑制すること

でイノベーションの実施を促進するとされて

いる (Hameta1.,1998;Zaltman,Duncan,and

Holbeck,1973)0

本研究は､内部競争が顧客志向と連動する

ことでポジティブな性質を持つようになると

いう点を検証するために､次のような仮説を

提起した｡

仮説1:顧客志向の強い営業部門では､顧客

志向の弱い営業部門に比べて､内部

競争が協調志向および草新志向と強

く関係している｡
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このような仮説を立てた論拠は以下の通り

である｡すなわち､顧客志向は､1)タスク

の複雑性 ･依存性を高めることで担当者間の

情報共有を促進し､2)担当者間に共有の判

断基準を提供する､という機能を持つ｡これ

らの機能が､情報の隠蔽や意見の感情的対立､

といった内部競争のネガティブな側面を抑制

し､部門内のタスク･コンフリクトを促進す

ることで､革新性を高めると考えられる｡

上記の論拠が正しいならば､顧客志向と内

部競争が連動した結果として促進された協調

志向や革新志向は､部門の業績を高めている

はずである｡したがって､本研究では､以下

のような仮説を立てた｡

仮説2:顧客志向が強い営業部門では､顧客

志向が弱い営業部門に比べて､協調

志向および革新志向が財務業績と強

く関係している｡

本研究では､以上の仮説を検証するために､

図1に示すような研究モデルを設定した｡こ

のモデルは､内部競争が､協調志向お

よび草新志向に影響を及ぼしているこ

と､これら3つの特性が財務業績に影

響を与えていること､以上の関係が顧

客志向によってモデレートされている

ことを示している (注1)｡

なお､本研究では､顧客志向､内部

競争志向､協調志向､草新志向を､組

織文化の次元として扱う｡組織文化の

定義は､組織内の ｢行動パターン､慣

習､規範｣といった観察可能で可視的

な側面を強調するadaptationistschool

の立場と､組織内の ｢共有された価値

や仮定｣といった潜在的な側面を強調

するideationalschoolの立場に大別さ

れる (Ashforth,1985;Keesing,1974;Sathe,

1983)｡本研究は､前者の立場に基づき､組織

文化を ｢組織内の行動パターン｣として定義

する｡顧客志向､内部競争志向､協調志向､革

新志向といった次元は､従来の組織文化研究

でもしばしば取り上げられているが､どのよ

うな組織文化の組み合わせがイノベーション

を促進するかという観点に基づく研究は見当

たらない｡この点についてSlaterandNarver

(1995)は､組織学習を最大化する組織文化の

組み合わせを作 り上げることが重要である

ことを指摘している｡このような視点から考

えると､本研究は､顧客志向の強さが変化す

るにともない､他の組織文化次元の関係性が

どのように変化するかを検討する試みである

といえる｡なお､以上の考え方に基づいて､本

研究では､内部競争を目標構造や報酬構造と

して捉えるのではなく､行動パターンとして

測定する｡具体的には､｢営業部門間における

競争の激しさ｣｢営業担当者間の競争の激し

さ｣という2項目によって内部競争の強さを

測定した｡

図1 研究モデル
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2.研究方法

2-1 調査方法 (注2)

平成8年12月に､郵送法による質問紙調査

を実施した｡東京 ･大阪に本社を置く東証一

部上場企業882社の主力製品 ･サービスを扱

う営業部門に質問票を送付したところ､250

社から回答を得た (有効回答は238社､有効

回収率27.0%)｡なお､回答は､課長以上の管

理職に依頼した (1社 1票を送付)｡回答企業

の内訳は次の通 りである :産業 (製造業

66.8%､非製造業30.7%)､企業規模 (従業員

数1000名未満24.4%､1000名以上5000名未

満50.8%､5000名以上23.1%､不明1.7%)｡

2-2測定尺度

1)組織文化次元 各組織文化次元の測定

尺度を作成する際に参考にした研究は､

ChatmanandJehn(1994)､Fieldand

Abelson(1982),Hofstede,Neuije,Ohayv,

andSanders(1990),KoysandDeCottis

(1991)､0■Reilly,Chatman,andCaldwell

(1991)､Reynolds(1986)､NarverandSlater

(1990)である｡顧客志向の尺度項目の作成に

際しては､Narver

andSlater(1990)の

｢顧客志向(customer

orientation)｣を参考

にした｡内部競争志

向の項目は､｢攻撃

性(aggressiveness)｣

(OTReilly etal"

1991)､｢安易さ

(easygoingness)｣

(ChatmanandJehn,

1994)を参考にし

た｡協調的文化の項

目は､｢チーム志向

(teamorientation)｣(ChatmanandJehn,

1994)､｢サポート志向 (supportiveness)｣(0'

Reillyeta1.,1991)､ ｢信頼･サポート(trust/

support)｣(KoysandDeCottis,1991)に基づ

いている｡革新志向の項目は､｢イノベーショ

ン(innovation)｣の次元 (0■Reillyeta1.,1991:

KoysandDeCotiis,1991)を参考にした｡組

織文化の項目について､主成分分析 (オブリ

ミン回転､4因子指定)を実施したところ､単

純構造が得られ､累積寄与率は83.3%であっ

た (注3､注4)｡各次元の尺度の信頼性を検討す

るためにクロンバックのa係数を求めたとこ

ろ､いずれも0.82以上と高い値を示していた｡

各項目および各次元の平均値､標準偏差､α

係数は表1に示すとおりである｡

2)財務業績 財務業績は､最近3年間に

おける､｢競合他社と比べた売上高の伸び率｣

と ｢競合他社と比べた利益の伸び率｣により

測定した (非常に高い5⇔1非常に低い)｡本

研究は､主観的尺度によって業績を測定して

いるが､主観的尺度と客観的尺度によって測

定された業績の間には高い相関が認められる

との報告がある｡例えば､JaworskiandKohli

(1991)は､客観的な成果業績と行動的な業績

表 1 観測変数

平均値 標準偏差 α係数
3.11 0.92 0.871
3.17 1.01

3.04 0.94

3.90 0.64 0.850
3.95 0,78

4.13 0.71

観測変数の項目
内部競争志向

Xl営業部門間における競争は激しい

x2営業担当者間の競争は激しい

革新志向

x3 新しいアイデアや仕事のやり方を出すように奨励されている

xj 仕事の進め方を改善するように奨励されている

協調志向

営業の各部門間で協力し合っている

営業の各部門間で情報を共有し合っている

営業の部門間で生じた問題は有効に解決されている

財務業績

x8 競合他社と比べた売上高の伸び率

X9競合他社と比べた利益の伸び率

顧客志向
顧客ニーズを把握することが重視されている
顧客満足を高めることが重視されている
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の間に高い相関が認められたことを報告して

いる(r-.57)｡このことから､主観的業績尺度

を使用することによって大きなバイアスが生

じることはないと考えられる｡

2-3分析方法

本研究では､まず､営業部門を､顧客志向

の主成分得点の中央値を基準に強 ･弱の2群

に分類した｡その上で､次の2つの分析を実

施した｡第1に､顧客志向の強い部門と弱い

部門では､内部競争志向､協調志向､革新志

向､業績に関してどの程度の差が存在するか

を検証するために､t検定を実施した｡これ

は､顧客志向が他の変数に対してどの程度直

接的な影響を及ぼしているかを検討するもの

である｡第2に､本研究の仮説を検証するた

めに､研究モデルについて共分散構造分析を

実施した｡図1のモデルは､内部競争志向､協

調志向､草新志向､財務業績のそれぞれを潜

在変数に､組織文化および財務業績の各項目

を観測変数として扱っている(表1参照)｡な

お､顧客志向によるモデレート効果は､モデ

ルの推定結果を､顧客志向の強さに関する2

群間 (強 ･弱)で比較することによって検討

した｡

3.結果

3-1顧客志向の直接的効果

まず､顧客志向の強さを､主成分得点の中

央値に基づき､弱 (n-82)､強 (n-84)の2

群に分類した｡次に､これら2つの群を独立

変数とし､業績､内部競争志向､協調志向､草

新志向のそれぞれを従属変数とした上で､t

検定を行った (表2)｡その結果､顧客志向が

強いほど､協調志向､草新志向の値が高くな

る傾向にあった｡これに対して､顧客志向の

群間における内部競争志向の強さ､および財

務業績については､有意な差が認められな

かった｡つまり､顧客志向の強い営業部門ほ

ど､部門内で情報を共有し､協力し合い､新

しいアイデアや仕事のやり方を出すよう奨励

される傾向にあるが､内部競争の強さ､およ

び財務業績は､顧客志向の強さとは関係がな

いといえる｡これらの結果は､顧客志向が､基

本的特性として､情報共有を促進し革新性を

高める機能を持つことを示している｡

3-2モデルの検証 :顧客志向のモデレー

ト効果

次に､顧客志向のモデレート効果について

言及した本研究の仮説を検証する｡仮説検証

のために､顧客志向の強さに関する2つの群

について､多母集団の共分散構造分析を実施

した｡表3は､2つの異なる群間で､モデル

の推定値を比較したものである｡分析の結果､

顧客志向が強い営業部門では､弱い営業部門

に比べて､内部競争が協調志向に対して強い

影響を与えている傾向にあった(γ21(S)-0･46,

pく001;γ21(W)-0･20,m･S)｡ただし､内部競争

から革新志向-の影響に関しては､推定値の

大きさについては仮説を支持する傾向が見ら

れたものの､顧客志向の強弱にかかわらず､

内部競争が革新志向を高めていた (γ ll (S,

-0･40,pく01;γ ll(W)-0･26,p<･01)｡これらの

結果は､仮説 1を部分的に支持するもので

ある｡

次に､革新志向および協調志向から財務業

績へのパスを検討する｡まず､顧客志向の弱

い営業部門では､革新志向が財務業績に対し

て有意な影響を与えていなかったのに対し

(β 31(W)-一･01,n･S)､顧客志向の強い営業部門

では､革新志向が高まると財務業績も高まる

ことが示された (β 31(S)-0･27,p<･05)｡この

結果は､内部競争によって部門内の革新性が

高まったとしても､顧客志向が弱い場合には､
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革新性が財務業績に寄与しないことを意味し

ている｡しかし､協調志向と財務業績の関係

は､顧客志向の強さにかかわらず､有意で

あった (β 32(S,-0･34,p<･01;β 32(W,-0･28,

pく05)｡これらの結果は､仮説2を部分的に

支持するものである｡

研究モデルの推定結果は､仮説を部分的に

支持するものであったが､分析結果を全体的

に見ると､本研究の予測が大筋で支持されて

いることがわかる｡なぜなら､顧客志向が弱

い営業部門では､内部競争が間接的にも直接

的にも財務業績に影響を及ぼしていなかった

のに対して､顧客志向が強い営業部門では､

内部競争が草新志向､協調志向を通じて間接

的に財務業績を高めていたからである｡これ

は､顧客志向が重視されている営業部門では､

重視されていない営業部門に比べて､内部競

争が生産的な形で機能していることを示して

いる｡このとき､顧客志向が強い部門も弱い

部門も､内部競争の強さにについては差が見

表2 顧客志向の直接的影響 (t検定)

顧客志向
弱 強

内部競争志向 3.07 3.14

革新志向 3.67 4.13

協調志向 3.50 3.77

財務業績 3.08 3.25

.i
I

∵

.
注 *pく.05;**p〈01, ***pく001

られなかった点に注目すべきであろう｡つま

り､内部競争は顧客志向と連動することで､

競争の強さではなく､その性質を変化させ､

営業部門の革新性を高めていると解釈できる｡

4.考察

本研究は､革新的な営業部門の特性を明ら

かにするという研究課題を検討するに当り､

内部競争と顧客志向の連動に注目した｡分析

の結果､｢両刃の剣｣としての性質を持つ内部

競争は､顧客志向と連動することによって､

部門内の情報共有や革新的活動を奨励する雰

囲気を促進し､業績を高めることが明らかに

なった｡ここで注目すべきことは､顧客志向

の強さが変わっても､内部競争の程度には変

化が見られなかった点である｡あくまでも解

釈のレベルであるが､顧客志向は､内部競争

の ｢強さ｣を規定しているのではなく､内部

競争の ｢質｣を変化させ､より創造的でポジ

ティブな競争を作り出している可能性がある｡

以下では､本研究の結果が持つ理論的および

実践的なインプリケーションについて考える｡

4-1理論的インプリケーション

本研究の発見事実が持つ理論的貢献を､1)

内部競争研究､2)顧客志向研究､3)創造

的コンフリクト研究

表3 研究モデルの推定結果 (多母集Eilの共分散構造分析)

顧客志向 (弱) 顧客志向 (強)

仮説 パス (nl=82) (n2-84)

推定値 t値 推定値

Hl内部競争志向-革新志向γ,,0.
262
.
47**0.40
Hl 内部競争志向 ･- 協調志向 γ

内部競争志向 - 財務業績 γ

H2革新志向 - 財務業績 β

H2協調志向 - 財務業績 β

0.20 1.57 0.46

0.20 1.50 -0.04

-0.01 -0.08 0.27

0.28 1.95* 0.34

GFI=.92 x2(44d.f.)-69.04

モデルの適合度 AGFI=.84 p〈0.01

RMSEA=.06 n=166

注 1:標準化後の推定値

注2:*pく0.05;**pく0.01;***pく.001
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の観点から述べた

い｡第1の貢献は､両

刃の剣としての性質

を持つ内部競争がポ

ジティブな特性を持

つための条件を､顧

客志向の観点から明

らかにしたという点

である｡実験心理学

の先行研究では､集



団の内部競争と業績の関係について一貫した

結果が得られておらず､そのメカニズムも暖

味であった (CampbellandFurrer,1995;

Johnsoneta1.,1981)｡この点に関して､本研

究は､顧客志向の強さという条件によって､

内部競争がポジティブにもネガティブにもな

りうることを示した｡つまり､顧客志向が強

い部門では､競争志向が協調志向､草新志向

と結びつき､情報の隠蔽や意見の感情的対立

をもたらす対人コンフリクトやプロセス ･コ

ンフリクトが回避され､革新を生み出しうる

タスク ･コンフリクトが生じていると解釈

できる｡このとき､顧客志向は､2つの働き

をしていると思われる｡第1に､タスクの不

確実性 ･相互依存性を高め､他者との情報交

換を促進する働きである｡第2に､｢顧客満足

を重視する｣という共通の判断基準をメン

バーに提供することで､競争によって生じた

コンフリクトを革新的な形で統合する働きで

ある｡Doughery(1992)が指摘しているよう

に､顧客重視の考え方によって､メンバーの

考え方の違いによって生じるコンフリクトが

発展的な形で統合され革新につながると考え

られる｡

第2の貢献は､顧客志向とイノベーション

の関係について､新たなメカニズムが存在す

る可能性を提示した点である｡従来､顧客志

向 (あるいは市場志向)がイノベーションを

促進するという立場もあれば､阻害すると主

張する意見もあり (Atuahene-Gima,1996;

LukasandFerrell,2000)､両者の関係メカニ

ズムも不明確であった｡この点に関し､本研

究は､ 1)顧客志向が直接的に､部門の革新

志向､協調志向を高めていたことを発見し､

2)顧客志向が内部競争と相互作用すること

によって､部門間の協調関係､革新性を促進

し､業績を高める可能性を示した｡もちろん､

こうしたメカニズムが､企業のラディカル ･

イノベーションにつながるものであるかどう

かは定かではない｡ChristensenandBower

(1996)やHamelandPrahalad(1994)が指

摘するように､内部競争と顧客志向の相互作

用が､企業をインクリメンタルなイノベー

ションに縛り付ける危険性も存在するだろう｡

しかし､顧客志向がイノベーションに対して

持つ直接的な効果だけでなく､間接的な効果

を検討することによって､新たなメカニズム

が発見される可能性が高まると思われる｡そ

の意味で､顧客志向が他の組織特性と連動し

てイノベーションを促進するプロセスに着目

することは､一つの有望な視点であるとい

える｡

第3の貢献は､組織論において注目されつ

つある ｢創造的なコンフリクト｣が､組織の

顧客志向と密接に結びついている可能性を示

した点である｡本研究の結果は､｢創造的摩

擦｣(Leonard-Barton,1995)､｢挑戟的なプ

レッシャー｣(Amabileeta1.,1996)､｢創造的

カオス｣(NonakaandTakeuchi,1995)といっ

た､ポジティブで創造的なコンフリクトが､

顧客志向と内部競争の相互作用から生じ得る

ことを示している｡上述した点とも関連する

が､顧客志向は､売上や利益といったアウト

プットをめぐる内部競争を､アイデアや知識

の革新性をめぐる知識ベースの内部競争へ転

換させる働きをしているのかもしれない｡

本研究は､顧客志向と内部競争の連動が､

営業組織におけるイノベーションを促進する

上で鍵となることを示した｡こうしたメカニ

ズムが発見された背景として､営業部門の特

性が関係していると思われる｡既に述べたよ

うに､営業部門は､企業と顧客を結ぶ境界連

結活動を担っており､個人やチームの業績が

明確になるために内部競争やコンフリクトが

起 きやす い とい う特 徴 を持 って い る

(Dubinskyeta1.,1986)｡本研究の発見事実は､
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営業部門が持つこうした特徴に対応したもの

であるといえる｡また､分析結果を解釈する

上で､調査サンプルの特性も考慮する必要が

あるだろう｡すなわち､本研究の調査対象の

約8割が法人顧客を対象とした営業部門であ

り､一般消費者を対象とした営業部門に比べ､

非ルーチン的なタスクに従事する傾向にある

と思われる｡Jehn(1995)､JehnandMannix

(2001)は､集団のタスクが非ルーチンの場合

に限ってタスク･コンフリクトが有効である

と指摘していることから､本研究で明らかに

されたメカニズムは､複雑なタスクに従事し

ている法人営業部門の特徴といえるかもしれ

ない｡

4-2実践的インプリケーション

次に､本研究の結果が持つ実践的なインプ

リケーションについて考えたい｡第1に､営

業マネジャーは､部門内の競争状況に注意し､

｢内部競争の質をマネジメントする｣という意

識を持つべきである｡内部競争が対人コンフ

リクトを生じさせネガティブな影響を及ぼし

ているのか､それともタスク･コンフリクト

を生み出すことでイノベーションを促進して

いるのかを診断する必要があるだろう｡ネガ

ティブなコンフリクトが生じている場合には､

部門内の顧客志向を強めることが有効となる｡

つまり､営業マネジャーは､内部競争と顧客

志向を連動させることで､内部競争の質をポ

ジティブなものに変換することができると思

われる｡

第2に､顧客志向が弱い場合には､たとえ

部門内の草新志向が強くとも業績に結びつか

ないという点を認識すべきである｡つまり､

新しいアイデアや仕事の進め方を奨励する革

新的な組織文化が存在していたとしても､顧

客が重視されていない職場では､高い業績を

あげることはできないといえる｡したがって､

営業マネジャーは､あくまでも顧客満足を重

視としたイノベーションを奨励すべきである｡

第3に､内部競争が直接的に業績を高める

わけではないという点に注意しなければなら

ない｡分析の結果､内部競争は､部門内の情

報共有や革新の奨励を通して間接的に業績を

高めていることが明らかになった｡その意味

で､内部競争の効果は見えにくく､マネジメ

ントすることが難しいといえる｡したがって､

営業マネジャーは､内部競争をマネジメント

する際に､競争が部門内における情報共有､

革新の奨励に及ぼす影響に注意を払うべきで

ある｡

4-3問題点と今後の課題

最後に､本研究の問題点と今後の課題につ

いて触れたい｡第1に､本研究は顧客志向､内

部競争志向､協調志向､革新志向の関係性を

検討したに過ぎない｡今後は､各組織文化次

元間に存在するメカニズムを解明する必要が

あるだろう｡例えば､本研究では､コンフリ

クトのタイプや顧客志向の機能を直接測定し

たわけではない｡今後は､顧客志向が内部競

争と連動した際に､部門内にどのような種類

のコンフリクトが生じるのか､顧客志向はど

のような機能を果たしているのかについて検

証すべきである｡第2に､各志向性を組織文

化の次元としてではなく､プロセスあるいは

構造として概念化を進めることで､より詳細

なメカニズムを明らかにすることができると

思われる｡本研究で使用された組織文化次元

および項目は､先行研究に基づくものであっ

たが､今後は､測定尺度の信頼性や妥当性を

高め､より洗練された尺度を開発すべきであ

る｡第3に､本研究は､モデルを検証するた

めに共分散構造分析を用いたが､使用した

データがクロスセクショナル･データである

ため､因果関係について言及することは難し
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いと思われる｡例えば､本研究の分析結果か

ら､｢顧客志向が競争の質を変換した｣と断定

することはできないだろう｡今後は､時系列

データを用いて分析を進めるべきである｡最

後に､他の機能部門を対象とした調査を実施

し､部門別の比較をすることで､本研究の結

果を一般化することが可能になると思われる｡

謝辞 :本論文を作成するにあたり､関西大学

の川上智子先生､および流通研究のレ

ビューアーの先生方から､有益かつ貴

重なコメントをいただきました｡記し

て感謝いたします｡

注 1:本研究では､内部競争から財務業績へ

の直接的なパスに関する仮説は立てて

いないが､このパスの影響力を検証す

るという意味で､研究モデルの中に組

み込んだ｡

注2:本研究で分析されたデータは､松尾

(1998)で使用したデータと同一のもの

である｡

注3:本研究において､オブリミン回転を採

用したのは､組織文化次元間に相関が

存在することを前提としているためで

ある｡

注4:主成分分析の結果､第4主成分の顧客

志向の固有値は0.65と1を下回る数値

であったが､寄与率が7.2%であり､5

%を超えていたため､本研究では意味

のある次元とみなした｡
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